
旅行業 

１ 登録の定義  

  旅行業法では、報酬を得て、旅行業務（旅行業法第２条第３項）を取り扱い、事業として行

う者は、観光庁長官又は都道府県知事の登録を受けなければならないと定められています。 

 

２ 登録の種類  

業務範囲によって登録する種別が異なります。 

登録種別 
登録行政庁 

（申請先） 

業務範囲 

企画旅行 

手配旅行 募集型 
受注型 

海外 国内 

旅行業 

第１種 観光庁長官 ○ ○ ○ ○ 

第２種 主たる営業所の 

所在地を管轄する 

都道府県知事 

× ○ ○ ○ 

第３種 × △ 

（隣接市町

村等※） 

○ ○ 

地域限定 × △ 

（隣接市町

村等※） 

△ 

（隣接市町

村等※） 

△ 

（隣接市町

村等※） 

旅行業者代理業 旅行業者から委託された業務 

 

  ※第３種旅行業者による企画旅行に係る旅行業務、地域限定旅行業者による旅行業務は営業所

の存する市町村及びこれに隣接する市町村の区域及び観光庁長官の定める区域内において実施

可能となっている（旅行業法施行規則第１条の３第３号・第４号。） 

 

３ 登録条件  

  登録の申請者は、次に該当する場合は登録できません。(旅行業法第６条) 

 (1）旅行業法第 19 条の規定により旅行業若しくは旅行業者代理業の登録を取り消され、又は第

37 条の規定により旅行サービス手配業の登録を取り消され、その取消しの日から 5年を経過し

ていない者（当該登録を取り消された者が法人である場合においては、当該取消しに係る聴聞

の期日及び場所の公示の日前 60 日以内に当該法人の役員であった者で、当該取消しの日から 5

年を経過していないものを含む。） 



 （2）禁錮以上の刑に処せられ、又はこの法律の規定に違反して罰金の刑に処せられ、その執行

を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から 5年を経過していない者 

 （3）暴力団員等（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年法律第 77 号）第

2 条第 6 号に規定する暴力団員又は同号に規定する暴力団員でなくなった日から 5 年を経過し

ない者をいう。第 8号において同じ。） 

 （4）申請前 5年以内に旅行業務又は旅行サービス手配業務に関し不正な行為をした者 

 （5）営業に関し成年者と同一行為能力を有しない未成年者でその法定代理人が前各号又は第 7

号のいずれかに該当するもの 

（6）心身の故障により旅行業若しくは旅行業者代理業を適正に遂行することができない者とし

て国土交通省令で定めるもの又は破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

 （7）法人であって、その役員のうちに第 1 号から第 4 号まで又は前号のいずれかに該当する者

があるもの 

（8）暴力団員等がその事業活動を支配する者 

 （9）営業所ごとに第 11条の 2の規定による旅行業務取扱管理者を確実に選任すると認められな

い者 

 （10）旅行業を営もうとする者であって、当該事業を遂行するために必要と認められる第 4条第

1 項第 3 号の業務の範囲の別ごとに国土交通省令で定める基準に適合する財産的基礎を有しな

いもの 

（11）旅行業者代理業を営もうとする者であって、その代理する旅行業を営む者が 2以上である

もの 

 

４ 基準資産額、営業保証金又は弁済業務保証金分担金  

  財産的基礎として、基準資産額が第２種の場合は 700 万円以上、第３種の場合は 300 万円以

上、地域限定は 100万円以上であることが必要です。 

 （注）基準資産額が不足するため、増資した場合は増資後の「登記簿謄本（履歴事項全部証明

書）」、贈与、債務免除等を受けたときはその旨を記した「公正証書」の提出が必要です。 

 

（基準資産額の計算方法） 基準資産額の計算方法は次のとおりです。  

 資産合計 

  － 営業権「のれん」、繰延資産 

  － 負債合計 

  － 営業保証金又は弁済業務保証金分担金 

  － 不良債権 等 

  ＋ 増資、贈与、債務免除 等 

  ＝ 基準資産額 



（基準資産額、営業保証金又は弁済業務保証金分担金） 

 業務範囲ごとの基準資産額、営業保証金又は弁済業務保証金分担金は以下のとおりです。 

 なお、営業保証金又は弁済業務保証金分担金はどちらか一方を供託してください。 

 （旅行業協会の保証社員の旅行業者は弁済業務保証金分担金を、そうでない旅行業者は営業保

証金を供託してください。 

 また、登録と同時に旅行業協会の保証社員となる予定の申請者は、事前に旅行業協会から「入

会確認書」あるいは「入会承認書」を入手してください。詳細は、旅行業協会へお問い合わせ

ください。) 

 

※旅行業者代理業者については、自ら営業保証金又は弁済業務保証金分担金を供託する必要はあ

りませんが、所属する旅行業者が代理業者の取引額を含めて算定し供託することとなります。 

※記載された金額は年間の取扱いが最小の区分であり、取扱額の増加に応じて、供託すべき金額

が加算されます。 

 

５ 旅行業務取扱管理者の選任  

(1) 「総合」又は「国内」、「地域限定」の旅行業務取扱管理者を選任すること（法第 11条の２） 

※海外旅行を取扱う営業所においては、必ず総合旅行業務取扱管理者を選任すること 

(2)１営業所につき 1人以上の旅行業務取扱管理者を選任すること 

(3)旅行部門従業員数 10 人以上の営業所においては、２人以上の旅行業務取扱管理者を選任す

ること。 

(4)旅行業務取扱管理者は、５年ごとに旅行業協会が実施する定期研修を受講しなければなりま

せん。 

 

６ 登録の有効期間及び登録後の留意点  

  旅行業の登録期間は、新規登録（または更新登録）の日から起算して５年です。 

  有効期間満了後も引き続き旅行業を営もうとするときは、有効期間満了日の２か月前までに

登録業務範囲 基準資産額 営業保証金（旅行業協会保

証社員でない場合） 

弁済業務保証金分担金（旅

行業協会保証社員の場合） 

第１種旅行業 3,000 万円以上 7,000 万円以上 1,400 万円以上 

第２種旅行業 700 万円以上 1,100 万円以上 220 万円以上 

第３種旅行業 300 万円以上 300 万円以上 60 万円以上 

地域限定旅行業 100 万円以上 15 万円以上 ３万円以上 

旅行業者代理業 規定なし （※） （※） 



更新登録の申請が必要です。 

  登録事項に変更があったときは、その日から 30 日以内に届け出る必要があります。 

   

７ 登録に必要な申請書類  

  別添の一覧表を参考に、様式集から必要書類を抽出してご活用ください。 

申請の際は、書類の確認を行いますので、下記まで必ず事前にご連絡のうえ、来庁してくだ

さい。 

 新規・更新・変更登録申請に際しては、要件の不備や書類不足等の場合、受付までに日数を

要しますので、期間に余裕を持ってご準備ください。 

  登録事項の変更に関しては、郵送でも受け付けております。 

 

    香川県交流推進部交流推進課 総務・企画グループ 

     〒７６０－８５７０ 

     高松市番町四丁目１番１０号 

      電 話：０８７－８３２－３３８９（直通） 

      ＦＡＸ：０８７－８０６－０２０１ 

 

８ 登録手数料  

  旅行業の登録申請の際には、登録手数料が必要です。 

下記金額の香川県証紙を持参ください。 

  

登録手数料一覧 

区 分 金額 

旅行業 新規登録手数料 24,000 円 

更新登録手数料 17,000 円 

変更登録手数料 11,000 円 

旅行業者代理業 登録手数料 15,000 円 

 

証紙の販売所については、香川県証紙の販売所をご確認ください。 

※収入印紙ではありませんのでご注意ください。 


